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Synopsis

　Experimental assessments for a pillar-coupled electric benchmark platform at anchor are 

reported, which made on a test platform.  Development of a geodetic platform at the center 

of flooded calderas have been highly demanded to improve the monitoring of the Aira 

Caldera.  If geodetic observation in the center of the caldera is available, accuracy of the 

monitoring can be improved significantly.  GNSS on the universal-coupled pillar at anchor 

is applied as a fundamental architecture of the platform. The design of the actual platform 

includes following four problems to be examined ; 1) year-long stability of Kinematic 

method, 2) optimum tilt detection method, 3) velocity responses, and 4) construction of tilt 

correction algorithm. Test of these all problems were successful and GNSS antenna array 

system is decided to apply the actual platform.
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1. はじめに

　地盤変動は地下の火山活動にともなう地下の圧力変化

を反映するために火山活動の監視観測における火山活動

の指標の一つとして取り扱われている．質の良い地盤変

動観測データを得るためには最も垂直変動量の大きな地

盤変動圧力源の直上とその周辺付近にベンチマークを設

けて観測することが望ましいが，カルデラ火山はそれが

陸上に位置していても中央部は湛水していることが多く，

地盤変動圧力源が推定される中央部へのベンチマークの

設置は水の壁に阻まれて特に難しい．

カルデラ火山は短い期間に数百立方キロメートルに及

ぶ噴出物を放出する巨大噴火活動の結果として形成され

たと考えられている（たとえば Aramaki, 1984）．現在は

後カルデラ火山から 1 立方キロメートル程度の噴出規模

を繰り返す火山活動しか認められないカルデラ火山でも

過去数万～数十万年年間隔に繰り返し大規模噴出が発生

した証拠が指摘されているものが多く，カルデラ火山の

いくつかは近い将来に再びかつてのような巨大噴火を発

生する可能性が懸念されている．7 千年前に発生した鬼

界カルデラの大噴火によって，鬼界カルデラに隣接する

九州地区の縄文文化が壊滅的な被害を被ったことが指摘

されているが（桒畑 , 2002），数百立方キロメートル規模

の噴火が今日起これば日本の国家に壊滅的な損失を与え

るであろうことはたやすく想像される．そのためにカル

デラ火山における火山活動の理解と監視は重要な問題で

ある．したがって，沈水したカルデラにおいて水底の地

盤変動観測を直接観測する手段があれば，カルデラ火山
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の研究の進歩や火山活動監視の高度化に大きく貢献でき

るものと考える．

　本稿では水没した巨大カルデラ火山の一つである南部

九州，鹿児島湾奥に位置する姶良カルデラを対象とした

海底地盤変動観測の実現を目標として，海底地盤変動観

測に必要な要素の検討と検証について報告する．

2. 海底地盤変動観測装置について

　姶良カルデラにおける近年の観測研究（たとえば

Yamamoto et al., 2013 等）によれば，海底地盤変動観測装

置設置予定地点付近では 1 cm/Year 程度の地盤変動の検

知が期待される．火山活動にともなう地盤変動の監視で

は連続した測位を行う必要がある．

　水底あるいは海底の地盤変動の連続観測をする場合，

いくつかの方法が考えられる．一つは GNSS を用いた観

測法で，もう一つは水圧計による観測法である．GNSS

による観測では水平方向と垂直方向の変動を捉えること

ができるが，水圧計による観測では垂直変動を捉えるこ

としかできない．さらに GNSS 衛星を用いた観測方法で

は，海底のアンカーに機械的に係留したブイを GNSS 受

信機によって測位して海底のアンカーの位置を間接的に

推定する方法と，海底に設置した複数のトランスポンダ

を海面の GNSS 観測装置と音響的に結合して海底のトラ

ンスポンダを測位する方法とが考えられる．前者はイタ

リアの INGV による CUMAS (De Martino et al. 2014) を含

む MEDUSA システム (Iannaccone et al., 2018) があり，ブ

イとアンカーの間を係留鎖で連結する方法を採用して

Campi Fregrei カルデラにおける 50 mm に達する垂直変

動の検出に成功している．後者は GNSS 衛星観測による

kinematic 測位と音響測位を結合した測位方法である音響

結合 GNSS 測位法 (GNSS-A; Spiess, 1985）として実用化

されており，Fujita et al. (2006) は日本近海の大陸棚にお

いて年間数センチオーダーの水平変動を捉えることに成

功している．

　我々の海底地盤変動観測装置には GNSS を測位に用い

たピラー直結方式の構成を採用することにした．ピラー

直結方式の概念を Fig. 1 に示す．

　ピラー直結方式はピラー頂上の GNSS 受信点と海底の

1 点 ( 測位点：Benchmark) とがユニバーサルジョイント

を介して機械的に結合される事が特徴であり，1 観測点

につき 1 ヶ所の機材の設置で実現できることと，搭載機

器は GNSS 受信機システムとその電源機材，標識灯（施

設灯）だけであること，陸上基地局との通信が確保でき

るのであれば連続観測が可能であることが長所としてあ

げられる．

　ピラー直結方式の海底地盤変動観測装置では，GNSS

アンテナを頂部に搭載したピラーと海底のアンカーとが

ユニバーサルジョイントで結合されており，ピラーは潮

流などの外力によって自由に傾斜し運動する．そのため

に 4 つの大きな問題を検討する必要があった．1 つ目は

GNSS データ解析法の長期安定性の検討，2 つ目は最適

な傾斜角検出法の検討，3 つ目は運動体上のアンテナに

よる GNSS 測位の速度追従性の検討，そして 4 つ目は傾

斜補正アルゴリズムの構築である．

3. 検証とその結果

　GNSS アンテナが運動することを考慮して，測位結果

の解析には GNSS 搬送波の位相を用いる Kinematic 解析

法を用いることにした．Kinematic 解析法はリアルタイ

ムキネマティック (RTK) 法とポストプロセシングキネマ

ティック (PPK) 法とがあるが , 本研究では即時処理は要

求されないので PPK 法を用いることにする . 係留ブイ方

GNSS antenna

Pillar

Universal joint

Buoyancy

Anchor

Surface

Bottom

Free motion

Benchmark

Fig. 1 A cartoon of the a pillar-coupled seabed electric 

benchmark system. Benchmark is right above the 

anchor. GNSS antennas are installed at the top of the 

universal coupled pillar at anchor. Pillar can move 

along current and wind.
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式を採用した Iannaccone et al. (2018) も同様に Kinematic

解析法を採用している．一方，京都大学防災研究所附属

火山活動研究センター（以下，火山活動研究センター）

で従来から火山活動の観測に用いている解析法は Static

解析法であるため，Kinematic 解析法の安定性，運動追

従性を検証する必要がある．さらにピラー頂部における

GNSS 測位結果を補正するために，ピラーの傾斜量を求

めて傾斜量に基づく補正量を決定する必要がある．その

ために傾斜角測定方法の決定と傾斜補正アルゴリズムの

構築が要請された．

　Kinematic 解析法の安定性の検討は火山活動研究セン

ターが維持管理する既存の連続観測点の 1 年分のデータ

を用いた PPK 解析を行い評価した．

　傾斜検出方式の検証および傾斜補正アルゴリズムの検

証，さらにアンテナ運動追随性の検証は火山活動研究セ

ンターが管理する黒神実験室構内に設置した実験台上で

行われた．

　いずれの実験も個々のアンテナの GNSS 測位結果の解

析にはフリーソフトウェア RTKLIB (Takasu, 2013)，連続

観測点の解析には Leica GeoOffice (LGO) を用いた．さら

に運動追随性の検証実験と傾斜補正アルゴリズムの検証

の実験では，ピラーの傾斜補正に必要なアルゴリズムを

独自に考案して補正に用いた．

3.1. Kinematic 解析結果の長期安定性の検証

　最初に Kinematic 解析結果の長期安定性を検証す

る．既存の連続観測点 SNYM の約 1 年分 (2020/6/17 ～

2021/6/23 372 日分）のデータを対象とし，SNYM から 1.5 

km の距離を隔てた連続観測点の KMNG を参照点として

用いて PPK 解析を行った結果と，同じ観測点組み合わせ

で行った Static 解析結果と比較する．なお使用アンテナ

はそれぞれ SNYM:AT502 (Leica 社製 )，KURG: AX1202 

(Leica 社製 ) であった．安定性の評価は渡邉ら (2020) の

例にならい，測位値の分布を用いた．

　両者の統計量を Table 1 に示し，Kinematic 法と Static

法との 2 種類の解析法による結果の時系列を Fig. 2 に

Method Kinematic Static
Latitude (Deg.) 31.614159048 31.614159049
Longitude (Deg) 130.701771133 130.70177134
Altitude (m) 49.13997 49.14003
Latitudal standard deviation (m) 0.0013 0.0015
Longitudal standard deviation (m) 0.0015 0.0016
Vertical standard deviation (m) 0.0051 0.0042

Table 1 Statistics of one-year long analysis

Fig. 2  Comparison of the result time series from Kinematic method and Static method at the 

continuous GNSS stations pair. The left panels triplet a through c is result of Kinematic method, 

and the right triplet d through f is that of Static method. 
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示す．対流圏補正モデルはそれぞれ次の方法を用い

た．PPK 解析では RTKLIB 組み込みの RTKPOST を用

いて ZTD（Zenith Tropospheric Delay）で対流圏補正を行

い，Static 解析では解析アプリケーション LGO に組み

込まれている時空間依存の対流圏補正オプション ( 以下

Computed）による補正を行った．

　Fig. 2 の時系列からは両者とも目だったトレンドは認

められない．水蒸気量の多くなる季節（6 月～ 8 月）で

は Static 法による結果のバラツキが若干大きくなる傾向

が見受けられる．また，Fig. 3 に解析結果の測位値分布

を示すが，Kinematic 法解析結果及び Static 法解析結果の

いずれも単峰分布を示す．

　以上のことから Kinematic 解析法による測位結果は長

期にわたる測位結果にあっても，Static 解析法と同程度の

安定した結果が得られており，長期間の測位の継続を前

提とする火山性地盤変動の観測が可能であることが確か

められた．

 なお、Okuda et al. (2001) によれば Kinematic 法解析結果

の標準偏差は用いる基線長に比例して増大する傾向が報

告されている．

3.2. 傾斜角検出手法の検討

　運動するピラー頂上のアンテナ測位結果から海底の測
位点の座標を推定するためには，アンテナを載せている

ピラーの傾斜角を計測する必要がある．目標とされる測
位点座標の推定精度は横方向 1 cm, 垂直方向 1 cm 程度で

ある．運動体の傾斜角の推定では傾斜角計に他の種類の

センサを組み合わせているケースが多く見受けられる．

平社・石坂 (2011) は傾斜角計とジャイロを併用して傾斜

角の推定を行い，杉崎ら (2012) は傾斜角計に加速度計を

併用して傾斜角の推定を行っている．

　ここではピラー揺動にともなう傾斜角の検出方法の検

討を目的として，1 軸を中心に卓越周期 2 ～ 3.6 秒で揺

動する実験台上で GNSS 測位と同時に傾斜角計による測

定を行い，それぞれの結果を比較した．

　傾斜検出方式の検討では実験台は 2 本の 1 辺 0.3 m ×

高さ 1.6 m のコンクリート柱を 1.6 m 間隔で配置し，そ

れぞれのコンクリート柱頂部に設置したボールベアリン

グを介して自由に回転できる直径 48.6 mm の単管を軸と

して渡したものとした．以降の実験ではこの単管を「軸

単管」と称し，位置を求めるべき「測位点」をこの軸単

管の中心軸上に配した．この軸単管を中心とする 1 軸運

動をするピラーを組み付け，ピラーの頂部に備えたビー

ム上に傾斜角計と GNSS アンテナを設置した 1 軸実験台

Fig. 3 Comparison of the result distribution from Kinametic method and Static method at the 

continuous GNSS stations pair. The left panels a to c are result of the inematic method, and the 

right panels d to f are that of the static method.
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I を構成して実験を行った．

　1 軸実験台 I の実際とその組立図を Fig. 4 に示す．1 軸

実験台 I では，ビーム AB とピラー CE は直交するように

組み立てられ，回転軸 JK の周りに回転運動ができるよ

うになっている．ビーム AB 及びピラー CE はカウンター

ウェイト m1 の質量を調節することによって振動周期を

変化させることができる．また，測位点に相当するのが

点 D0 である．この点 D0 より上部を海底地盤変動観測装

置のピラーにみたて，動的傾斜を与えた．なお，軸単管

の走向は N81.9 度 E である．

　つぎに実験台に搭載した機器の結線を Fig. 5 に示す．2

アンテナを接続して処理ができる GNSS 受信機 NovAtel

社製 PwrPak7D に 2 台のアンテナ GNSS802 を組み合わせ

て使用し，傾斜角計 Jewell 社製 LCF-2330-L-14.5/14.5-FB: 

Ser:3045123 をテレメータ装置 LT-7700 に接続して使用し

た．

　 デ ュ ア ル ア ン テ ナ GNSS 受 信 機　PwrPak-7D は

NovAtel 社の OEM-7 シリーズ Model OEM7720 をケース

に組み込んだものである．Model OEM7720 の内部構成を

Fig. 6 に示す．Model OEM7720 は 2 つのアンテナから送

られた GNSS 信号を共通のクロックで処理する構成をも

つ．

　 2 つのアンテナ G1 及び G2 の位置のそれぞれを 20Hz

サンプリングで得られた記録を用いて PPK 法で解析を

行った．NovAtel 製受信機 PwrPak7D から出力された生

データは以下の手順で RINEX 型式に変換した．NovAtel

社の提供する変換ソフトウェア NovAtel convert を用いて

受信機出力データをアンテナごとの NovAtel OEM6 型式

に変換し，さらにこれらの型式のデータを RTKLIB パッ

ケージに含まれるアプリケーション RTKConv を使用し

て RINEX 型式のデータを得て解析に使用した．

　傾斜角計はその Y 軸がビーム AB に平行になるように

装着し 100Hz サンプリングで得られた記録を用いた．

　GNSS アンテナ変位量の記録として 4K ビデオカメラ

30fps の画像記録を取得し，画像解析ソフトウェア Dipp 

Motion V による変位量推定を行った．

　スタティック解析に用いる仮設基準点は黒神観測室敷

地海側構内の基台 (KURB) にアンテナ AR-10 を設置し，

受信機 Leica GR-30 で記録を行った．なお，Leica 製受信

機 GR-30 からは直接 RINEX 出力を得ることができた．
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Fig. 4 The uni-axis platform. (a) The platform. (b) Configuration of the platform.

Fig. 5 Connections at the experiment Fig. 6 Architecture of a GNSS receiver OEM-7 Model 

OEM7720 (NovAtel, 2021).
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　動的傾斜実験を行うに先立ち，測位点 D0 の Static 測量

を実施し，下記の値を得た．

測 位 点 点 D0： 北 緯 31.5835802 度　 東 経 130.7018495

度　 楕 円 体 高 93.4454 m（2 系 直 角 座 標 系 表 示； = 

-157015.25153, y = -28296.94320）．

　動的な傾斜の実験は次のように行った．ピラー CE に

初期振幅約 15 度を与えたのちに開放して時々刻々の傾斜

角，GNSS 測位結果を観測する．観測の際にはビデオ撮

影も併用した．カウンターウェイトの量を調節すること

でプラットホーム運動の固有周期を設定する．

　ビデオは軸 JK を延長した方角で C から距離 11.25 m　

の地点で撮影を行った．ビデオには実験台の全景ととも

に電波時計の表示を写しこみ，写しこまれた電波時計の

表示をもとに解析対象フレームを選択した．画像解析

は Dipp-Motion V を用いてアンテナ基台 G1, G2 の動きを

追跡した．自動追跡ではカウンターウェイト 16 kg (8W)

のとき，ターゲットサイズ 45 × 45 ピクセル，探索範囲

70×70 ピクセルとし，時間順追跡を行った．

　実際の測位実験の様子を下の Fig. 7 に，本稿で扱う実

験条件を Table 2 に示す．以下では実験条件を Table 2 最

右欄のコードを用いて表すことにする．

　GNSS による測位は 1/20 秒ごとに行い，測位結果は

PPK 法で処理を行った．

　傾斜角計記録を再生して振動開始時刻を確認し，傾斜

角計から得られた WIN フォーマットデータをテキスト

データに変換した．また，テキストデータ化したファイ

Code Weight m1 (kg) N a t u r a l 

period (s)

M a x i m u m 

velocity (m/s)

Duration of 

motion (s)

Overestimation 

of tilt
8W 16 3.5 0.31 120 1.31

10W 20 3.1 0.35 140 1.34
10W+ 31 2.5 0.43 180 1.54

Table 2 Conditions of the experiments

Fig. 7 The platform at work. The platform is on the left. The 

current reference station KURB on the right

Fig. 8 Correlation of displacement measurements with GNSS antenna pair and with the visual analysis. (a) 8W (m1 
= 16  kg), (b) 10W (m1 = 20 kg), (c) 10W+ (m1 = 31 kg).
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Fig. 9 Comparisons of the estimated displacements from the tiltmeter 

and from the GNSS antenna pair. RelθT is the tiltmeter output and 

Relθp is the estimation from the antenna pair. (a) 8W, (b) 10W, (c) 

10W+ .

Fig. 10 Correlations of the estimated displacements from the tiltmeter and from the GNSS antenna pair. (a)8W, 

(b) 10W, (c) 10W+, (d) Over estimation ratio of the tilt. Ratio of the tiltmeter output for the GNSS antenna pair 

estimation.
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ルに間引き（リサンプリング）をほどこし，20 Hz サン

プリングと同等にしたデータセットも作成した．

　カウンターウェイト m1 の異なる 3 つの場合のそれぞ

れについて，GNSS アンテナ G1 の画像解析結果による変

位量と GNSS 測位結果による変位量の対比を次の Fig. 8

に示す．

　Fig. 8 からはいずれの結果も画像解析による変位量と

GNSS アンテナペアによる変位量は目立った位相遅れ量

が観察されず，振幅は 3% 程度の差で対応することを示

している．したがって，GNSS 測位結果による変位量は

真の値として扱ってさしつかえないことを示している．

　傾斜角計出力と GNSS アンテナペアから推定された傾

斜角の時系列を Fig. 9 に示す．Fig. 9 ではピラー CE を運

動させるといずれの場合も傾斜角計による傾斜角測定結

果が過大であることが示された．

　x 軸に GNSS 振幅，y 軸に傾斜計からの推定振幅を

プロットしたリサージュ波形（Fig. 10a - c）を作成し，

GNSS アンテナペア傾斜角値に対する傾斜角計出力値の

p-p 比率を推定した．

A

B

B

D

D0

D0

C
C

J KJ K

G1

G1
G2

G2

Motor assy.

Motor assy.
1.00 m

1.361 m

0.7 m

1.60 m

Bearings

GNSS
antennas
GNSS802

48.6Φ
steel pipe

Concrete base

Beam

Benchmark

Benchmark

ARP

Hs (m) Ts (s) Xdamp (m) Vmax (m/s)
0.53 2.0 0.016 0.05

1.19 3.0 0.226 0.474
2.11 4.0 0.928 1.458

2.50 4.9 1.650 2.116
2.50 6.0 2.20 2.304

2.50 7.0 2.575 2.311
2.50 8.0 2.925 2.297
2.50 9.0 3.250 2.269

2.50 10.0 3.600 2.262
2.50 12.0 4.300 2.251
2.50 15.0 5.625 2.356

　固有周期と傾斜角振幅比の関係を Fig. 10d に示す．こ

の比較でも両者に大きな位相遅れは認められない．Fig. 

10d では運動する傾斜角計による推定傾斜角 は 30 ～ 50%

過大になる傾向を示した．アンテナペアによる傾斜推定

値に対する傾斜角計出力の比を Over estimation ratio とし

て Table 2 右端に整理する．Over estimation ratio は周期が

短くなるほど大きくなる傾向がうかがわれ，おおむね周

期の比率の平方根に比例しているように見える．したがっ

て，傾斜運動するアンテナの GNSS 測位結果に対する補

正量の算出を傾斜角計による傾斜角計測結果だけに頼る

と補正量が過大になるおそれがある．正副の GNSS アン

テナからなるアンテナペアを用いた傾斜角測定では傾斜

角計を用いた傾斜角測定より正確な結果が得られている．

このことを考慮すると 1 つの GNSS アンテナと 1 つの 2

成分傾斜角計からなるシステムよりは，1 つの主 GNSS

アンテナと 2 つ以上の副 GNSS アンテナからなるアンテ

ナアレイシステムのほうが傾斜角検出方法として適切で

あると考えられる．以降ではアンテナアレイシステムを

用いた観測システムを構築して検証を進めることにした．

Table 3 Estimated antenna velocity

Fig. 11 The uni-axis platform II. (a) The platform at work. (b) Configuration of the platform.

(a) (b)
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GNSS antenna

GNSS antennas

GNSS receiver

(PwrPak7D, NovAtel)

Post processings

GNSS receiver

(SeptenTrio)
GNSS receiver

(GR-30, Leica)
GNSS receiver

(GR-30, Leica)

The platform
The references

Off the platform

KURB SETO FURT

3.3.　Kinematic 法の運動追従性

　海底地盤変動観測装置では風波と潮流によるアンテナ

の運動が想定されることから，運動体上の測位データの

Kinematic 解析法結果が安定したものであることを確認す

る必要がある．

　運動体上のアンテナを用いた測位実験としてはいくつ

かの報告例がある．Yigit (2016) は地震動による建造物の

運動の検出を目的として 2 m 長の鋼帯材の上にアンテナ

を搭載し，打撃による加振を実施し DGPS を基準として

高速サンプリング PPP の結果を評価した．さらに，Yigit 

et al. (2020) が地震動による建造物の運動の検出を目的と

して 直線運動する振動台の上の測位実験を実施し，差動

トランスによる変位量実測値に対して高速サンプリング

PPP の結果を評価している．一方 Kinematic 解析では岡

本 (2020) が RTK 対応 2 周波受信機 F9P の性能評価を目

的に，2.5 m の直線軌道上の台車を時速 1 km (0.27 m/s) で

移動させて測位し，RTK 解析によって移動中の精度の評

価を実施した例がある．

　海底地盤変動観測装置のアンテナ台の運動速度は国

土交通省港湾局全国港湾海洋波浪情報網 (Nationwide 

Ocean Wave information network for Ports and HArbourS; 

NOWPHAS, 国土交通省 , 2021) における鹿児島湾におけ

る波浪観測結果から推測した（Table 3）．

　Hs は垂直波高値で，Xdamp は入射波に対するピラー

頂部の応答振幅である．また，観測装置頭頂の最大運動

速度 Vmax はピラー頂部の運動が単振動であると仮定し

て，

 Vmax=Xdamp*2π/Ts

　で与えた．

　Table 3 より，ピラー長 60 m におけるピラー頂部の最

大速度は 2.4 m/s 程度が予想された．またピラー長が約

40m であれば最大速度はさらに小さくなり 2 m/s 程度で

あると予想された．

　以上のことから運動追従性の実験では定常的に 2 m/s

Fig. 12 The connection in the experiment. Fig. 13 Processing flow for the velocity response test.

Fig. 14 Geometry of the uni-axis platform. Fig. 15 Corrected location of the benchmark during a 

motion cycle, on 2021/10/12.

― 56 ―



近辺の運動速度を含むアンテナの運動を実現する必要が

あり，先述の 1 軸実験台に 200W 電動機駆動のクランク

機構を追加して実験に供した．これを 1 軸実験台 II と呼

ぶことにする．1 軸実験台 II の実際と組立とを Fig. 11 に

示す．

　実験台では回転軸中心からアンテナ G1 位相中心まで

の長さを 1.4125 m とし，周期 1.0 秒で最大傾斜角 15 度

として 2.1 m/s の最大速度を実現した．このアンテナ台に

GNSS アンテナ GNSS-802 (NovAtel 社製 ) を 2 つ使用し，

ピラー直上のアンテナ G1, ビーム先端のアンテナ G2 と

名付けた．また，このアンテナペアをデュアルアンテナ

GNSS 受信機　PwrPak-7D (NovAtel 社製 ) と組にして用

いた．

　1 軸実験台 II の実験における測定機器は Fig. 12 に

示すように接続した．PPK 解析では既存の連続観測点

KURB，ARIT をそれぞれ基準点として用いた．これらの

基準点は連続観測点 SVOG を参照してそれぞれの座標値

を決定した．基準点 KURB はアンテナに AR10 (Leica 社

製 ) を用い，受信機に GR30 (Leica 社製 ) と接続した．基

準点 ARIT は PolaNt-x (Septentrio 社製 ) をアンテナとして

用いた．KURB はアンテナ G1 より 25 m 離れて 2.2 m 低

く，ARIT は G1 より 4.0 km 離れて 23.2 m 高い楕円体高

であった．それぞれの基準点で決定された座標値をエポッ

ク毎のデータとともに放送歴を使用して PPK 解析に用い

た．なお，海底地盤変動観測装置の設置予定点中心位置

に対して，実際の運用時に想定される基準点 SNYM まで

の距離は 2 ～ 3  km である．

　Fig. 13 にデータ処理の内容を示す．各アンテナで得ら

れた測位データはアンテナ毎に分離して取り出したもの

を，記録形式の変換の上で PPK 解析にかけてエポック毎

の測位値を得た．また，傾動するアンテナ台における測

位結果の傾斜補正は以下のように行った．

　実験台の幾何学的配置を Fig. 14 に示す．測位点

(Benchmark) F，主アンテナ G1 を Pr, 副アンテナ G2 を Sc

とし，磁北方向に x 軸，それと直交する東方向に y 軸を

とるものとする．ピラー F-Pr は長さ L で，ピラーは F を

中心として y 軸の周りに回転できるものとする．ここに，

Heading 角 φ，Pitch 角 θ とする．

　以下に測位点 F の座標推定の手順を述べる．プライマ

リアンテナ Pr，セカンダリアンテナ Sc とする．

1. 実験台パラメータ（ビーム方向）の推定

1-1. 測位結果を平面直角座標系 XYZ に変換する．

1-2. 観測値から Pr-Sc ベクトルの平均値を求める．

1-3. Pr-Sc ベクトルの平均値から Pr-Sc の方位角 β を求

める．

2. 測位点座標 F の推定

2-1. 測位結果を平面直角座標系 XYZ に変換する．

2-2. Pr-Sc ベクトルを求める．

2-2. Pr-Sc ベクトルを水平面内で角度 β の座標回転を行

い，Pr-Sc ベクトルを含む平面座標系 xyz に変換する．

2-3. 座標変換された Pr-Sc ベクトルと直交する xz 面内

の単位法線ベクトルを求める．

2-4. xz 面内の単位法線ベクトルを XYZ 座標系に逆変換

する．

2-5. アンテナ位相中心 -F 間の距離を変換後の単位法線

ベクトルに乗じて Pr 座標に加え，F 座標を得る．

　運動するアンテナに対する測位点 F の x 成分測位結果

（傾斜補正済み）を Fig. 15 に示す．Fig. 15 は概ね 1 秒間

（アンテナ運動 1 周期分）の補正結果を取り出して示し，

Fig. 16 は傾斜補正された全ての測位点座標を xy 平面上

にプロットしたものである．Fig. 16 では特に明瞭な周期

性は認められない．もし傾斜補正の完成度が低ければ，

アンテナの運動に伴った周期性が表れるはずである．

　Fig. 17 ではアンテナ運動 1 周期分を取り出した KURB

基準の傾斜補正結果を示す．奥田ら (2010) も同様な実験

Fig. 16 Estimated location of the benchmark 

X0 and Antenna Pr.
Fig. 17 Antenna velocity versus estimated benchmark 

locations. Mean benchmark = (-157015.348, -28297.438, 

93.469), Var = (0.00002, 0.00001, 0.00002)
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を行い 0.2 m/s 以上の速度において誤差の増大を指摘し

ていたが，本実験では顕著な差は認められなかった．

　また，アンテナ Pr の測位結果と，傾斜補正を施して導

出した F の位置との空間分布を次の Fig. 18 に示す．

　アンテナ Pr が約 50 cm　X 方向に運動するのに対して，

傾斜補正結果 X0 は 10cm 以内に収束している．以上のこ

とから，傾斜量補正は成功していると判断される．

　また 2021/10/12 15:00 - 21:00 の間の 6 時間分の測位結

果とアンテナ速度との関係を Fig. 19 に示す．

　アンテナ運動速度の増大に対して，測位結果が顕著に

不安定になる傾向は見受けられない．したがって，2 m/s 

程度の速度で運動するアンテナでの測位結果の Kinematic

解析は安定した結果を与えると判断された．

3.4. 傾斜補正アルゴリズムの検証

　Fig. 1 に示されるように海底地盤変動観測装置は海底

に設置されたアンカーにユニバーサルジョイントで結合

された上部構造（ピラーおよびアンテナ台）が乗る構造

である．上部構造は風力や潮流力の作用がない時には浮

体の浮力によって直立する．時々刻々変化する風力や潮

流力，波浪力を受け流すために上部構造はすべての方向

に傾動が可能でなければならないので直交する 2 軸で構

成されたユニバーサルジョイントでアンカーと結合され

る．実際に運用する場合には上部構造頂部で GNSS 測位

した結果から海底のアンカー上の基準点位置を決定する

必要がある．

　そのため，2 軸のユニバーサルジョイントでアンカー

と結合されたピラー頂部の GNSS 測位結果から海底のア

ンカー上の基準点位置を求めるアルゴリズムを構築する

とともに，実際の構成を模した実験台を用いて検証をお

こなった．

　ここまでの検証の結果を反映して海底地盤変動観測装

置におけるアンテナ配置を Fig. 18 のように計画した．

　ピラー頂部には 4 つのアンテナ A ～ D を配し，アンテ

ナ A をピラー軸上に配した主アンテナとし，アンテナ B

～ D をピラー軸の傾斜を検出するための副アンテナとし

て配置した．またあらゆる方向の外力に応答してピラー

を自由に傾斜させるためのユニバーサルジョイントの直

交する 2 軸を E 軸と F 軸とし，F 軸とピラー軸との交点

を測位点とした．CD は常に E 軸と並行で，AB は F 軸と

同じ平面内にあるものとする．

　傾斜補正アルゴリズム検証の実験では再び実験台を改

修し Fig. 18 の構成を模した実験 2 軸実験台を構成した．
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Fig. 18 Geometry of GNSS antennas A-D 

and axes E and F in the bi-axes platform.

Fig. 19 The bi-axes platform (a) The platform at work. Natural tilt was D-down 8 degrees. (b) Configuration of 

the platform.

(a) (b)
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在来の実験台の単管軸を F 軸として，その上に F 軸に直

交する E 軸を追加し，直交する 2 軸を有するユニバーサ

ルジョイントの動きが実現できるようにした．さらにピ

ラーの頂部には GNSS アンテナ A を設置し，アンテナ A

から長さ 1.0 m の 3 本ビームを 120 度間隔に設け，ビー

ム端に一つずつ GNSS アンテナ B ～ D を設置した．また，

ピラーの運動は電動機による駆動ではなく，ピラー下部

の主おもり板に対する風力を動力源として駆動するもの

とした．2 軸実験台の写真とその組み立てを Fig. 19 に示

す．

　Fig. 19 の 2 軸実験台における測位実験を 2022/1/7 ～

2022/1/11 にかけて行った．4 つの GNSS アンテナ A ～ D

には GNSS-802(NovAtel 社製 ) を用いた．デュアルアンテ

ナGPS受信機PwrPak7D(NovAtel社製 )を 2セット用意し，

それぞれアンテナ A 及び B の組と，アンテナ C および

D の組とを接続した．測位点 F は 2 軸実験台の最下軸 JK

の中央に設定した．

　Kinematic 解析の基準点として既設の定常観測点 KURG

と SNYM を用いた．KURG は実験台から約 24 m の距離

にありアンテナ A より 3.7m 高く，SNYM は実験台から

約 3.4km の距離にありアンテナ A より 45.6 m 低い．

　本実験で得られた 4 つのアンテナの測位結果の処理の

流れを Fig. 20 に示す．先述の 1 軸実験と同様に，各アン

テナで得られた測位データはアンテナ毎に分離のうえ記

録形式変換の後，PPK 解析を施してエポック毎の測位値

を得る．

　アンテナ A の測位結果の傾斜補正は次のように行う．

まず， を平面直角座標系における測位点の表示とする．

θ

ϕ

x

y

z

A
B

C

D

E

F

L2

L1

eEF eF

nBCD

CD

　ブイ座標系： で表現し，F 軸中央の位置をブイ座標系

の原点 (0  0  0) とする．x 軸＝ F 軸で北方向を正，y 軸＝

水平面東方向を正，z 軸＝ xy 面に垂直上方を正とする．

　点 A ～ F の幾何学配置を Fig. 21 に示す．測位点（x 軸

の中央 F）に原点をとり，F 軸に平行に x 軸，XY 平面上

で時計回り 90° 方向に y 軸を取ることにする．

　まず面 BCD の単位法線ベクトル NBCD  を求める．

　各アンテナ測位値：

X

X

X

X

A A A A

B B B B

C C C C

D D D D

X Y Z

X Y Z

X Y Z

X Y Z

� � �
� � �
� � �
� � �

　                     (1)

　面 BCD を張る 2 つのベクトル BC BD
� ��� � ���

�� �  と CD
� ���  と

のベクトル積 NBCD
 は，二つのベクトルが張る平面の法

線と平行であり，以下のように計算される．

NBCD BC BD CD� � ��� � ��� � ���
� �� ��                                               (2)

 NBCD
 を正規化したものが単位法線ベクトル NBCD  で

ある．

N N
N

BCD
BCD

BCD

=




                                                       (3)

　次に E 点の位置ベクトル XE E E EX Y Z� � � を以

下に従って求める．

Fig. 20 Processing flow for the data of the antenna array experiment 

in the bi-axes platform.

Fig. 21 Geometry of the points A to F

― 59 ―



X X NE A BCDL� � 1                                                (4)

　次に F 点の座標を求めるためにはベクトル EF をもと

める必要がある．まず，EF に平行な単位ベクトルが必要

である．F 軸（x 軸）が水平で真北に向いているならば

話は簡単であるが，実際に海底地盤変動観測装置の設置

を実施すると F 軸は真北に対して角度を持ち，かつ水平

に対する傾斜も生じてしまうはずである．このことを考

慮して，あらためて以下のように F 軸の方位角 β と傾斜

角 γ を定義する．

 β：F 軸の方位（測位点を中心として北から時計回りを正）

 γ：F 軸の傾斜（測位点を中心として水平面から下方を正）

　方位角 β と傾斜角 γ はいずれも設置作業の際に測定

されて既知であるものとする．

　以上のことから F 軸単位ベクトル (x 軸正方向向

き ) EF は以下のように与えることができる．

EF � �� �cos cos cos sin sin� � � � �     (5)

NBCD と EF のなす角を δ  とすると，

cos� �
E N
E N
F BCD

F BCD



　                                    (6)

　 EF の NBCD 方向成分は，

ˆ
cos

BCD
BCD δ

=
NN 　                           (7)

で与えられる．（Fig. 22）

　したがって，EF 方向のベクトル EFE  は，  　　　　　　　　　　

� �
E N EEF BCD F� �                                                     (8)

Fig. 23 Example time series of raw estimations, coordinates and tilt, at the antennas and corrected estimation of 

the benchmark on 10 Jan. 2022, with gentle motion. a) X component, b) Y component, c) Z component. In the 

panels A to c, blue symbols are the benchmark, Reddish orange symbols are Antenna A, gray symbols are Antenna 

B, orange symbols are antenna C, and light-blue symbols are antenna D. d) Blue symbols are rotation angle θ  

around F-axis and orange symbols are rotation angle ϕ  around E axis. Reference was the station SNYM, 3.4 km 

away from the platform.
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Fig. 22 Geometry of the vector EF.
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で与えられ，EF 方向の単位ベクトル EFE は，

E E
EEF
EF

EF

=




　                                                         (9)

である．したがって，

EF L EF

� ���
= 2E                                                            (10)

である．

以上より EFE を得たので，下式によって FX

を求める．

1 2F E A BCD EFEF L L= + = + +X X X N E


                 (11)

　アンテナにおける測位誤差の伝播を次のように評価す

る．誤差を含んだ測位点座標の位置ベクトルを ′XF  と

する．以下ではプライムをつけられたベクトルは誤差を

Fig. 24 Wind speed and back azimuth at SZKM, 3.5 km NNE 

apart from the platform, during the test.

Fig. 25 Closed up of raw estimations, coordinates and tilt, at the antennas and corrected estimation of the 

benchmark on 11 Jan. 2022. a) X component, b) Y component, c) Z component. In the panels a to c, red symbols 

are the benchmark, Reddish orange symbols are Antenna A, gray symbols are Antenna B, orange symbols are 

antenna C, and light-blue symbols are antenna D. d) Blue symbols are rotation angle θ  around F-axis and orange 

symbols are rotation angle ϕ  around E axis. Reference was the station SNYM, 3.4 km away from the platform.

Fig. 26 Spatial distribution of estimations 

of antenna A and benchmark F location in 

the same period with that of Fig. 25.
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含んだ量を表すものとする． ′XF は下のように表現され

る．

� � � � � � �X X N EF A BCD EFL L
1 2

                              (12)

また，GNSS アンテナ A の測位結果の位置ベクトルを以

下のように表す．

� � �X X XA A A� 　                       (13)

ここに AX は A の真の位置， δ XA は真の値からの偏

差ベクトルである．(12) 式によれば，A に加わった偏差

量はそのまま F の推定結果に加わることになる．

一方， ′NBCD は

� �N N
NBCD
BCD

BCD





　                      (14)

� � ��� � ��� � ���� � ����� � ���
N NBCD BCD CD BCDBC BD X X CD� � �� �� � �� �       (15)

 上式の最右辺では偏差同志のプロダクトは小さいものと

して省略した．したがって，式を整理して，

� � �N N
N

NBCD
BCD

BCD
BCD�                             (16)

　ここに BCDδ N は NBCD の誤差項で，

�
� �

N
NBCD

CD BCD

BCD

BC BD X X CD
�

�� �� � �
� ��� � ��� � ���� � ����� � ���

     

(17)

として表される．(12) に (13) と (16) とを代入すると

�
� �

N
NBCD

CD BCD

BCD

BC BD X X CD
�

�� �� � �
� ��� � ��� � ���� � ����� � ���

 

(18)

と な る．L1 に 比 べ て L2 は 一 桁 近 く 小 さ い た め

E EEF EF� �  とすると，

Fig. 27 Distribution of each component (XA, YA, ZA) of the antenna A. 

Reference: SNYM. 
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EF
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BCD
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� ��� � ���

�� �X X CDCD BCD

� ���� � ����� � ���
� �� �

                                           

(19)

となり，最終的な偏差（誤差）項 Δ は下式で表されるこ

とになる．

� � � �� �� � �� �� � �X
NA
BCD

CD BCD
L BC BD X X CD1

� ��� � ��� � ���� � ����� � ���
 

(20)

 (20) 式は次のことを示している．

・A の測定誤差はそのまま誤差（偏差）に加わる．

・B, C, D のそれぞれの位置ベクトルに由来する誤差（偏

差）は（L1÷ BCDN ）倍でそれぞれが最終誤差（偏差）

に加わる．

　したがって，L1 = 30 m, △ BCD の面積（ BCDN ） =  0.74 

m2 とすると，B, C, D の相対位置ベクトルの偏差が約 40

倍になって推定結果に現れることになる．

　したがってアンテナ A ～ D の設置誤差が同じ程度であ

るならば，アンテナ A の位置のずれより，アンテナ B, C, 

D の張る平面の向きの誤差のほうが測位結果に大きく響

く．

観測結果

　各アンテナの測位値とともに上述の傾斜補正を施した

結果を Fig. 23 に示す．複数の GNSS アンテナ間の干渉は

認められなかった．，実験中の無風時の平衡状態は，Fig. 

21 のようにアンテナ CD の D 側が水平に対して 8° 下が

りの状態であった．

　また観測期間中 2021/1/7 ～ 1/11 の午前中までは風速が

小さかったが，実験期間最終日 (1/11) 午前以降は気象観

測点 SZKM の観測結果（Fig. 24）に示されるように，風

が強くなった．これに伴い Fig. 25 のように実験台の顕著

な運動が認められ，アンテナ A ～ D が数センチメートル

以上の振幅で揺動していた．

　上図の期間のアンテナ A の測位値分布と導出された測

位点 F の測位値分布を Fig. 26 に示す．

Fig. 28 Distribution of each component (XF, YF, ZF)  of the point F. 

Reference: SZKM
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　Fig. 26 で示すアンテナ A の運動方向は北北西－南南東

方向が卓越しているが，1/11 は SZKM で北北西の風が強

く吹いていたことが観測されていることから，当日の卓

越風向の影響であると考えられる．アンテナ A の測位値

の分布が最大南北方向 0.6 m, 東西方向 0.3 m の範囲内に

あるのに対して，傾斜補正後の F 点は (x, y) = (-157015.26, 

-28296.69) m を中心として ほぼ 0.1 m 以内に分布する．

したがって傾斜補正アルゴリズムは機能していたことが

示された．

　傾斜補正前の A アンテナの測位結果分布を Fig. 27 に

示し , 傾斜補正を施して導出された測位点 F の座標値の

分布を Fig. 28 に示す．Fig. 28 に示された傾斜補正後の測

位結果の分布は単峰的である．

　最後にアンテナアレイ A ～ D の測位結果を用いて算出

した測位点 F の座標値と，直接測位による測位点 F の座

標とを比較する．ここでは PPK 解析に用いる基準点とし

て，距離の異なる 2 点 (SNYM; 3.4 km，KURG; 24 m) の

それぞれについて調べた．

　直接測位データは GNSS-802 アンテナを F 軸からの垂

直高さが既知のユニバーサルジョイント上の台座に取

り付けて，2022/2/1 10:00-10:40 の間に測位データを取得

した．基準点は KURG( アンテナ：AX-1202) と SNYM

（アンテナ :AT-502）を用いた．これらのデータに対して

RTKPOST の Static モードを用いて解析を行った．Table 4

に KURG を基準とした PPK 解析を行った結果を示す．

　Table 4 は推定された測位点 F の座標を XF, YF, ZF で

表している．The reference は直接測位の結果を表してい

る．Diff XF ～ Diff ZF はアンテナアレイによる推定座標

値のそれぞれから直接測定値を引いた残差を表している． 

KURG を基準点として Kinematic 解析を行った場合は，

diff XF ～ Diff ZF が全てで直接測定値との差が 1 cm 以内

であることを示している．風が強くなった時間帯を含む

測定 (1/11 09:00-14:59) においても顕著な残差の増大は認

められない．

　次に距離 3.4 km の地点にある SNYM を基準として

Kinematic 解析を行った結果について Table 5 に示す．

　Table 5 ではさきほどの KURG を基準にした解析より

Diff XF ～ Diff ZF の差は大きい値を示す．X 方向では最

大 1.6 cm の差，Y 方向では 0.27 cm, Z 方向では 2.6 cm の

差があった．さらに，SNYM 基準の XF ～ ZF の推定結

果の標準偏差は KURG 基準のそれよりも 5 割大きい．基

準点として用いた観測点 SNYM は観測点 KURG に比べ

て実験台までの距離が相対的に大きいことを考慮すると，

Table 4 Estimated location of the benchmark F with the antenna-array (reference: KURG, 24 m apart)

Table 5 Estimated location of the benchmark F with the antenna-array (reference: SNYM, 3.4 km apart)

Period XF(m) YF(m) ZF(m) SXF(m) SYF(m) SZF(m) Diff XF (m) Diff YF(m) Diff ZF(m) Note
2022/01/07 1210 -
1/08 0859

-157015.2640 -28296.6910 93.4680 0.0084 0.008 0.0144 -0.0087 0.0044 0.0078

2022/01/08 0900 -
1/09 0859

-157015.2650 -28296.6910 93.4680 0.008 0.0077 0.0139 -0.0097 0.0044 0.0078

2022/01/09 0900 -
1/10 0859

-157015.2650 -28296.6910 93.4680 0.0079 0.0078 0.014 -0.0097 0.0044 0.0078

2022/01/10 0900 -
1/11 0859

-157015.2640 -28296.6910 93.4680 0.008 0.0079 0.0144 -0.0087 0.0044 0.0078

2022/01/11 0900 -
1/11 1459

-157015.2650 -28296.6910 93.4660 0.0069 0.0089 0.0126 -0.0097 0.0044 0.0058 Windy

2022/2/2 10:08 -
10:40 Static KURG

-157015.2553 -28296.6954 93.4602

Period XF (m) YF (m) ZF (m) SXF (m) SYF(m) SZF (m) Dif X (m) Dif Y (m) Dif Z (m) Note
2022/01/07 1210 -
01/08 0859

-157015.2610 -28296.6890 93.4680 0.0111 0.0096 0.0389 -0.0119 0.0037 0.0191

2022/01/08 0900 -
01/09 0859

-157015.2620 -28296.6890 93.4650 0.0083 0.0085 0.0272 -0.0129 0.0037 0.0161

2022/01/09 0900 -
01/10 0859

-157015.2620 -28296.6900 93.4690 0.0118 0.0093 0.0412 -0.0129 0.0027 0.0201

2022/01/10 0900 -
01/11 0859

-157015.2610 -28296.6900 93.4640 0.0101 0.0088 0.0375 -0.0119 0.0027 0.0151

2022/01/11 0900 -
01/11 1459

-157015.2650 -28296.6910 93.4750 0.0121 0.0138 0.0452 -0.0159 0.0017 0.0261 Windy

2022/2/1 10:08-10:40
Static SNYM

-157015.2491 -28296.6927 93.4489
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基準点までの距離の増大に応じて測位推定値のバラツキ

が大きくなる傾向が示されていると考える．

　しかしながら推定値の分布は単峰型を示しているので，

1 日分の平均を行った結果の収束は期待して良いと考え

る．

　以上のことから海底地盤変動観測装置における 4 アン

テナ測位は実用に耐えると判断された．

4. まとめ

　海底地盤変動装置の構成のために実験を通して傾斜検

出方式の検討，GNSS 観測結果処理方式の検証，傾斜補

正アルゴリズムの検証を行った．傾斜検出方法では傾斜

角計による直接測定とアンテナペアによる GNSS 間接

測定による測定法を比較したが，アンテナペアによる

GNSS 間接測定が良い結果を示した．GNSS 観測結果処

理方式の検証では，既存の京都大学防災研究所火山活動

研究センター連続観測点 SNYM の約 1 年分 (2020/6/17 ～

2021/6/23, 372 日分）のデータを対象とし，SNYM から 1.5 

km の距離を隔てた連続観測点の KMNG を参照点として

用いて PPK 解析を行った結果を評価した．解析結果の測

位値は単峰分布を示し，1 年間を通したトレンドは見ら

れなかったことから，Kinematic 解析は長期にわたる観測

結果を用いても安定した解が得られることが示された．

次に Kinematic 解析法の運動に対する追随を確認するた

めに 1 軸を中心に定常的に振動する実験台を用い最大 2 

m/s に達するアンテナの運動下での測位結果の分布を調

べ，Kinematic 測位の安定性を調べた．運動するアンテナ

で求めた測位結果に副アンテナを用いたエポック毎の傾

斜補正を施して測位点座標を求めた．傾斜補正後の測位

点座標ではアンテナ運動速度が 2 m/s に達しても顕著な

分散の拡大が見られないことが明らかになった．このこ

とは運動するアンテナに対して，副アンテナを用いたエ

ポック毎の傾斜補正が有効であることと，想定される運

動速度に対して Kinematic 解析が安定した結果を与える

ことを示すものである．

　最後にでは直交する 2 軸のそれぞれを中心に回転する

実験台を用いて，アンテナアレイによる全方向の傾斜に

対する補正アルゴリズムの確認を行った．実験の結果，

アンテナアレイによる傾斜補正の結果得られた測位点座

標値はいずれの成分も測位値は 1 cm 以下の標準偏差の単

峰分布を示し，アンテナアレイによる傾斜補正アルゴリ

ズムが有効であることが示された．
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